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１.1 美濃加茂市の概要①

岐阜県

美濃加茂市

総人口
55,135人（男 27,324人 女 27,811人）

外国人登録者数
5,290人 （男 2,572人 女 2,718人）

堂上蜂屋柿

おん祭MINOKAMO



全国「住みよさ」ランキング（東洋経済新報社）

①安心度
病院等病床数・介護老人福祉施設等定員数・出生数

総合１０位

②利便度
小売業年間商品販売額・大型小売店舗面積

③快適度
公共下水道等普及率・都市公園面積・
転入転出人口比率・新設住宅着工戸数

④富裕度
財政力指数・地方税収入額・課税対象所得額

⑤住居水準充実度
住宅延べ面積・持ち家世帯比率 ※都市データパック 2009版より

１.２ 美濃加茂市の概要②

中部台住宅団地



美濃加茂市第５次総合計画
２０１０年～２０１９年

１.３ 美濃加茂市の概要③

みんなが輪になること
みんなが安心して笑顔でいられること
地球全体が暮らしやすくなること

将来像 まぁるいまち みのかも

総合計画の中で、周辺市町村との連携による都
市経営の方向性について規定



これまでの広域圏の取組み

２. 定住自立圏構想策定の背景

○全国的に少子高齢化が急速に進み、公共投資
余力の低下が顕在化

○行政主体・総花的・網羅的
○右肩上がりの成長時代には適切な制度であった

従来型の広域圏の取組みでは十分な成果が期待
できない状況にある



定住自立圏構想を “絵に描いた餅”ではなく、
確実に成果を上げる取組みとするためには

地域の産業経済活動・住民生活に必要なサービス

提供の担い手である 民間事業者・各種団体等と
一丸となった活動 が必要

民間主体による
「新しい公共サービス」を
周辺町村との連携により実現

蜂屋台工業団地

そこで



２００９．３．２４ 中心市宣言

３. 策定経過と今後の予定

周辺町村（７町村）
加茂郡坂祝町・富加町・川辺町・
七宗町・八百津町・白川町・東白川村

他の周辺町村との協定も 順次拡大

旧中山道太田宿林家住宅

２００９．１０．２６ 坂祝町との協定締結

２０１０． ３ 坂祝町との共生ビジョン策定

医療・教育・産業振興・地域交通・多文化共生等
９分野 １７項目 の取組みを規定



４． 共生ビジョン策定体制の特徴

○民間事業者や地域関係者の意見を幅広く反映
○人的ネットワーク構築
○民間主体の新しい公共サービス実現

定住自立圏構想アクションプランＷＧ会議

①安心・安全向上ＷＧ ８名
医療・救急・社会福祉関係者等

②食文化・産業振興ＷＧ ８名
農業・食品加工・菓子製造・観光施設関係者等

③人口・交流拡大ＷＧ ８名
デジタル家電・自動車製造・教育関係者等

民間主体の事業提案



５．１ 取組み事例 ①

安心・安全向上

救急情報共有連携システム事業

■ＭＥＤＩＣＡ ＩＤ
■病院名
■更新日
■氏名／カナ
■生年月日
■血液型
■郵便番号／住所／建物
■電話番号
■既往歴
■投薬
■感染症
■特記事項

「ＭＥＤＩＣＡ」カード

カード内のデータ



救急情報共有連携システム事業 ①

救急

…

…

…

…

…

本人

病院

大学

開業医

○救急車と医療チームでの

情報共有

○病診連携・病院同士の連携・
医師同士の連携の強化

○地域における救急対応能力
の向上

○地域の医療資源の有効活用

ＭＥＤＩＣＡカードを活用し、
救急・基幹病院・診療所等が連携

資料提供：木沢記念病院



救急情報共有連携システム事業 ②

119

…

…

medica所持者からの
救急要請

救急車到着 PDAで医療情報
読み出し

病院へ電話連絡

処置準備

迅速な処置

○患者搬送時間の有効活用（救急隊員か
らの連絡を受けての準備）

○当院以外へ搬送された場合の情報提供
（豊富な情報量）

○定期的に入院治療が必要な患者の追
跡が可能（データの更新がない場合は本
人に通知）

○地域医療・病診連携への貢献（効果的
に活用された場合の社会的反響）

資料提供：木沢記念病院



５．２ 取組み事例 ②

食文化・産業振興

地元産農産物の乾燥・冷凍加工食品製造事業
耕作放棄地共同再生事業

圏域における農業の課題

①耕作放棄地の増加

②農業の担い手不足

特産物の活用により解消

地域ブランドの開発
里芋畑



地元産農産物の乾燥・冷凍加工食品製造事業

国内の農産物市場

しかし、生産量の約４０％が規格外として廃棄

規格外農産物の有効活用による、
①地域農業の活性化 ②地域ブランドの開発

食料自給率が４０％を割る中、輸入食品が増加傾向

一方、食品の安全性が大きな社会問題

国産食料品へのニーズの高まり



〔八尋産業（株）の取組み〕

地元産農産物の乾燥・冷凍加工食品製造事業

現在、八尋産業（株）は「乾燥モロヘイヤ」を生産し、学
校給食向けに販売。今回、「モロヘイヤ」の良葉（葉崎
から約20cm）を冷凍食品として提供。冷凍化により、

「モロヘイヤ」の需要量が増え、農業者からの買取り量
も増やすことができる。

健康ブームの高まりから「青汁」の原料となる大麦若葉
の乾燥商品に対する需要が増加。八尋産業（株）の保
有する技術を活用し、大麦若葉の栄養価を損なわず、
緑色を保持した乾燥が可能。「大麦若葉」は、「モロヘイ
ヤ」との二毛作が可能。

学校給食や生活共同組合からは、国産の安心安全な
野菜の積極的な使用要望が「里芋」についても高まって
いる。一般的に商品化されにくい親芋と、子芋や孫芋の
うち小サイズを活用し乾燥粉末や冷凍加工する。親芋
は、栄養価も高い。

モロヘイヤ

大麦若菜

里芋

この取組みの資料提供：八尋産業（株）



規格外農産物

地元産農産物の乾燥・冷凍加工食品製造事業

モロヘイヤ 大麦若菜 里芋

乾燥・冷凍加工食品製造工場

安心・安全な食料品の購入

②消費者

地域ブランドの開発

○農業所得向上
○耕作放棄地解消

①生産者

③地域



規格外農産物

乾燥・冷凍加工食品
製造工場

安心・安全な食料品の購入

②消費者

地域ブランドの開発

○農業所得向上
○耕作放棄地解消

①生産者

③地域

耕作放棄地共同再生事業

（有）アグリアシストみのかも

①草刈機・運搬車の購入
②耕作放棄地の草刈・耕起・作付
③農作物収穫 ④農作物販売

支援



総人口の

9.59％

内訳（上位６カ国のみ）

ブラジル籍 3,086人
フィリピン籍 1,422人
中国籍 456人
ペルー籍 111人

韓国・朝鮮籍 102人

外国人登録
者の58.34%

2010年1月1日現在総人口
55,135人（男 27,324人 女 27,811人）

外国人登録者数

5,290人 （男 2,572人 女 2,718人）

共生・交流推進

外国籍児童・生徒学習支援活動事業 人口構成

５．３ 取組み事例 ③

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最初に、市の概要をご説明いたします。当市の人口は、10月1日現在で54,９３６人。そのうち外国人登録者数は5,910人となっています。人口に占める在住外国人の割合ついては、10.76％となっています。昨年12月に１０％を越して以降、この半年間で約500人の増加になっています。一方、同時期に増加した日本人は約36０人ですから、その増加数の多さに驚かされます。当市の最近の傾向としては、フィリピン国籍の人が多くなってきたことがあげられます。



ブラジルの学校

ブラジルの店

ブラジルの店

ブラジルの銀行

まちの様子

ポルトガル語が
目立つまちへ

外国籍児童・生徒学習支援活動事業

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
４．外国人集住都市会議　外国人が急増したことにより、地域の産業振興に大変貢献した反面、外国人児童生徒の教育や地域コミュニティなどでさまざまな課題が地方の都市で浮き彫りになってきました。その課題についての情報交換を行い、問題の解決に取り組み始めたのが、外国人集住都市会議です。2001年、当時の北脇浜松市長の呼びかけにより、東海地方を中心に13都市の関係者があつまり始まりました。外国人集住都市会議からの働きかけなどにより、ようやく国も多文化共生へ取り組み始めましたが、根本的な解決には、まだ遠い道のりになりそうです。



28%

25%
24%

18%

5%

１年未満

１年以上３年未満

３年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上

＊緊急外国人実態調査(2009.3.7～17）結果

居住年数３年未満が
全体の５３％

外国籍市民の滞在年数

定住促進の大きな要素⇒教育環境整備

滞在年数５年以上は全体
の２３％にすぎない

外国籍児童・生徒学習支援活動事業



外国人集住都市会議 みのかも２００７
2007（H19)年11月28日（水） 文化会館
１．外国人を生活者として受入れ、地域社会

が一体となった取組みを進める
２．全国共通の外国人住民基本台帳の創設

外国人集住都市会議 東京 ２００８

2008(H20）年10月15日（水） 海運クラブ

１．外国人政策を所管する政府組織の設置

外国人集住都市会議

２．日本語教育の推進体制の整備

〔設立趣旨〕 ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民に関わる
様々な問題を解決するために設立

外国籍児童・生徒学習支援活動事業

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
４．外国人集住都市会議　外国人が急増したことにより、地域の産業振興に大変貢献した反面、外国人児童生徒の教育や地域コミュニティなどでさまざまな課題が地方の都市で浮き彫りになってきました。その課題についての情報交換を行い、問題の解決に取り組み始めたのが、外国人集住都市会議です。2001年、当時の北脇浜松市長の呼びかけにより、東海地方を中心に13都市の関係者があつまり始まりました。外国人集住都市会議からの働きかけなどにより、ようやく国も多文化共生へ取り組み始めましたが、根本的な解決には、まだ遠い道のりになりそうです。



パッソ・ァ・パッソ事業（趣旨）

【目的】 外国籍児童・生徒の公立学校への転入や不就学急増の状況を受けて

①公立学校に円滑に転入 ②子どもを中心に地域社会での交流促進

定住促進の大きな要素のひとつ⇒教育環境整備

外国籍児童・生徒の学校生活における適応力・就学率向上に向けて

①「外国籍児童・生徒教育指針」作成
②教材の共同研究、プレスクールの設置等

パッソ・ァ・パッソ

外国籍市民の定住促進 地域コミュニティへの参加＋

民間主体の教育環境整備事業

事業主体：ＮＰＯ法人 ブラジル友の会

外国籍児童・生徒学習支援活動事業



外国籍児童・生徒の教育環
境整備（中心市）

周辺自治体とともに定住促
進と地域コミュニティの形成
を図る

パッソ・ァ・パッソ事業（事業内容）

体制：コーディネーター（日本人）１名
日本語・教科指導講師（日本人）１名
バイリンガル指導員・オンライン相談員２名

時間：月曜日～金曜日 １３：００～１８：００

対象：日本の学校に通学していない者
公立小中学校への通学が困難な者
日本の高等教育機関への進学を希望する者

内容：日本語指導
ポルトガル語指導
算数・国語・英語指導

その他、オンライン相談・学習サポートも
行う。

外国籍児童・生徒学習支援活動事業



５．４ その他の事例

安心・安全向上（その他民間ＷＧからの提案例）

○休日急患診療充実事業
基幹病院に患者が集中する傾向にある救急医療体
制の見直しが必要な状況。医師会の協力のもと、休
日昼間の時間帯に圏域医療支援病院へ医師を派遣
し、圏域内における休日急患患者の診療体制を強
化。

○福祉サービス従事者スキルアップ支援事業
福祉サービス従事者の地元定着率及び専門性向上に資するため、民間企業・福祉
事業者からの寄付等により、福祉サービス従事者のスキル向上の支援等を目的と
した基金を創設。圏域内における福祉サービス従事者の資格取得や先進地研修に
必要な費用の一部又は全額の助成等を想定。



食文化・産業振興（その他民間ＷＧからの提案例）

○産業観光推進事業
圏域には工業関連や食品関連の製造工場が数多く立地。ものづくり文化を観光資
源のひとつとして位置づけ、これらを活かした圏域の産業観光を推進する。工業や
食品関連等の製造に関する展示や工場見学を観光客にアピールし、域外からの集
客を図る。

○特産品販路拡大事業
地元の農産物及び特産品等を販売できる「（仮）と
れったひろば美濃加茂店」を設置し、地元産品の
販路拡大を図る。また、「（仮）みのへいや」ブランド
の全国展開を目指して、ネットやJRキオスク等での

販売を行う。「とれったひろば」のような直売所は、
流通経路確保の他に、生産者が消費者の反応を
直に感られることから、生産者の作り手としてのモ
チベーションを保つことにもつながる。



共生・交流推進（その他民間ＷＧからの提案例）

○スポーツを核とした地域活性化事業
特に、多くのゴルフ場が営業し、また、ゴルフ教育に熱心に取り組む教育機関の存
在など、圏域の資源を活かした特徴ある取組として、「ゴルフの振興による地域活性
化」をリーディング・プロジェクトに設定。

○エコを活用した地域循環型ビジネス推進事業
建築物への太陽光発電パネルや燃料電池等の普
及、電気自動車の普及などを通じて、圏域におけ
るCo2の25％削減に向けた取組みを推進。また、
圏域の堅牢な地盤を活用し、地震等の自然災害に
優れ、また、年間を通じて涼しい気温を維持できる
地下格納型のIDC（インターネットデータセンター）
の整備可能性の研究及びサーバー群の誘致。



６．最後に

「エンジン」

＝行政に頼らない起業のしくみ＝

圏域として自立するために
サービスを共有し、運用を効率化するしかけが必要

民間主体の共生ビジョンを
進める

そのポイントは・・・



「エンジン」のイメージ

仮）ＮＰＯ「未来の美濃加茂」

共生ビジョン推進をコーディーネイトする中心機関

・ 中短期事業実施計画の作成
・ 計画目標達成事業の精査・選択
・ 事業イニシャル資金の確保・支援
・ 事業推進へのアドバイス
・ 事業結果の検査
・ 利益の地域への還元



「エンジン」のイメージ図

個 人

企 業

金融機関

エンジン

イニシャル支援 融資

出資・寄付

利益・返済

指導・監査

行政支援（当初）

出
資

補
助

自
立
推
進
民
間
事
業

定住推進民間事業

支
援

「エンジン」の構成員
・地域民間企業
・地域金融機関
・行政ＯＢ など



地域の産業経済活動・住民生活に必要な
サービス提供の担い手である
民間事業者・各種団体等が主体となること

民間主体による 「新しい公共サービス」
周辺町村との連携により実現

美濃加茂市を中心市とする「定住自立圏」



誰もが連携し、活動できる環境づくり

自助・公助だけではなく、
互助・共助をいかに育てるか

地域の元気は・・・

それが・・・

「自立循環型の定住」の基本コンセプト
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